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研究成果の概要（和文）：本研究は，学校教育の公民分野，特に経済分野の教育内容において経済学の各学派が
どのように反映し影響しているのかについて歴史的分析を行い，その上で教育における方法について検討するこ
とが研究の目的であった。戦後発行された高校の政治・経済の教科書について、量的および質的な時系列分析を
行った。量的分析としては，出版社や教科書の数および占有率の歴史的変化の把握とその変化の理論的考察を行
った。そして質的分析としては，教科書の内容の特徴の把握と歴史的変化の把握を踏まえた理論的考察を行っ
た。

研究成果の概要（英文）：This research is to conduct a historical analysis on how each school of 
economics reflects and influences in the public sector of school education, especially in the 
educational content of the economic sector, and to consider the method in education on that.
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研究成果の学術的意義や社会的意義
本研究は、戦後発行された高校の政治・経済教科書をすべて時系列的に分析したもので、これまで断片的ににし
か分析されてこなかった教科書の研究に対してはじめての試みである。また高校の政治・経済教科書の中におい
て、経済学派の観点からの分析を行った研究もほとんどない。ここに、この研究の学術的意義があると思われ
る。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
 
これまで、高校における社会科の教科書の分析や、アメリカにおける経済学の教科書の
分析を通じて、経済学の学派と経済教育との関連について研究を行ってきた。 
 
 
 
 
２．研究の目的 
 
本研究は、経済学における学派と学校教育における社会科教科書との関連を、戦後から現
在にまでその関連の歴史的な変遷の関連について歴史的に拡大すること、さらにはさまざ
まな学派が併存する経済学の特殊な特徴のもとでいかに学校教育の社会科のなかで教育を
行ってゆくのかという教育実践的な課題に取り組むことにより、これまでの研究を発展さ
せることを内容としている。 
 
 
 
 
３．研究の方法 
 
すべての高校「政治・経済」教科書において、使用された語彙や概念を、各学派ごとに分
類し、それを時系列的に集計し、その変化を調査し、その変化を学派における学会と関係
があるのではないかという仮説を設定し、統計的に実証を行った。 
 
 
 
 
４．研究成果 
 
３の研究方法に従って、実証を行った結果、高校「政治・経済」教科書における経済学の
学派ごとの概念の変化は、各学派における学会数の変化によって説明できることを明らか
にした。この研究成果は、これまでの公民分野における教科教育学においてはなかったも
のである。 
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